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第4章 プロジェクトの妥当性の検証 

4 - 1 プロジェクトの効果 

USP は、前述のとおり遠隔地である太平洋島嶼国地域に対し USPNet を活用した遠隔教育活動を実

施している。従って USP の ICT 分野を支援して行く事はプロジェクト目標であるデジタルデバイドの緩

和に大きく貢献することになると判断される。 

USP への学生入学希望者は増加の一途で、特に ICT、アカウンティング関連の人気が高い。 しかし、

コンピュータ科学科は急造した木造校舎にあり、スペース不足に加え学生が使用するコンピュータも不

足し設置環境は劣悪な状態である。 

本計画の実施により、ICT 環境の緩和は USP の学生のみならず 12 カ国の太平洋島嶼国に裨益効

果が及ぶことになる。 

本計画が実施されることによる効果は、下記のように整理することができる。 

 

表 4-1 計画実施による効果と現状改善の程度 

現状と問題点 本計画での対策 
(協力対象事業) 

計画の効果・改善程度 

太平洋地域は、広大な海洋に島

嶼が散在する特異な地理的条件下

にあり、この域内における情報格差

（デジタル・デバイド）が著しく、また

通信インフラ自体が未発達なため、

人材育成も困難であり、これまで IT

を活用した産業は発達してこなかっ

た。 

一方、USP への学生入学希望者

は増加の一途で、特に ICT、アカウ

ンティング関連の人気が高い。 しか

し、コンピュータ科学科は急造した木

造校舎にあり、スペース不足に加え

学生が使用するコンピュータも不足

し設置環境は劣悪な状態である。 

USP のラウザラキャンパス

に、300 人の多目的講堂を

含む共用部、コンピュータ

科学科、IT サービス部、研

究・開発部、工学科から構

成される ICT センターの施

設建設および機材の調達。

･USP のコンピュータ学習環境

が整備され、ICT 関連の入学

者数、卒業生数、就職者数

が増加する。 

・｢フ｣国（約 84.8 万人）および

太平洋島嶼国（約 110 万人）

の情報格差が緩和する。 

・直接裨益する USP の学生数

は「フ」国を含めた 12 カ国の

太平洋島嶼国のキャンパス

を合わせた 21,131 人（2006

年）であるが、太平洋島嶼国

の情報通信技術の発展によ

る社会経済開発を促進する

事が期待される。 

 

なお、評価のタイミングは最終的に施設・機材を引き渡す 2010 年から 2 年経った 2012 年以降が適

当と考える。 
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表 4-2  成果指標 

成果指標 2006 年 ICT センター開設後 

ＩＣＴ関連カリキュラム数 63 コース/年間 88 コース/年間 

社会人向け ICT 関連コース開催可能時間数 24 時間/週 48 時間/週 

USP のコンピュータ科学科の卒業者数 179 名 増加 

ICT 関連への就職者数 97 名（2004 年） 増加 

 

1） ＩＣＴ関連カリキュラム数 

ICTセンターが整備され、必要とされる実習室が確保されICT関連のカリキュラム数の増加が可能

となる。 

2） 社会人向け ICT 関連コース開催可能時間数 

ICT センターが整備され専用の実習室が増加し、社会人向けコースの増加が可能となる。 

3） USP のコンピュータ科学科の卒業者数 

ICT センターが整備され、学習環境が改善され卒業者数が増加する。 

4） ICT 関連への就職者数 

ICT センターが整備され、ICT のスキルを持った卒業者数の増加にともない、ICT 関連への就職

者数が増加する。 

上記以外に本プロジェクトの実施により、USP には以下の直接効果と間接効果を期待できる。 

(1) 直接効果 

・ 増加する入学者、特に ICT、会計関連学生が使用するコンピュータが 402 台から 688 台（ICT センタ

ー内 446 台（日本側調達 285 台）、既存施設 242 台）に拡大され、ICT 教育環境が改善される。 

・ 空調効率を上げるため危険な断熱材を使用しているコンピュータ科学科の劣悪な木造校舎のコンピュ

ータ設置環境が改善される。 

・ コンピュータ実習室が整備され、2006年現在、コンピュータ科学科の年間63 コースのカリキュラム数か

ら年間 88 コースへの増加が可能となる。 

・ 300 人の多目的講堂を整備する事により、既存の 242 名収容の講堂の過密状態が改善される。 
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・ 社会人向け ICT 関連研修コース開催可能時間が週 24 時間から 48 時間に拡張される。 

・ IT サービス部のサーバーの機器と設置環境が改善され学内のネットワーク環境の信頼性が増す。 

・ 外部組織と共同研究・開発を行う研究開発部が整備され、研究開発部門が強化される。 

(2) 間接効果 

・ USP に情報通信技術の中核的教育・研究センターを設置することにより、IT のスキルをもった人材が

供給され、大洋州の島嶼国家が世界的な情報社会へ容易に参加できるようになる。 

・ 「フ」国及び大洋州の島嶼国がこのセンターを活用してICT分野の指導者の養成と研究開発が促進さ

れ、メディアの分野において、人材開発、教育、環境保全、社会・文化の発展に資する ICT の可能性

を開発する事が可能となる。 

・ 情報通信工学科が新設され島嶼国で不足するこの分野の技術者が供給される。 

・ ICT 教育環境が強化され、ICT 関連職種への就職機会が増加することが期待される。 

 

4 - 2 課題・提言 

本プロジェクトの実施による施設建設、機材調達を最大限に活用し、その効果を発揮、持続するため

に「フ」国政府および USP が取り組むべき課題を以下に示す。 

 

4-2-1 相手国側の取り組むべき課題・提言 

(1) 施設・機材のメンテナンス 

当大学の財務は赤字体質とはなっておらず、財務体質の健全性は保たれており、光熱費、通信費、

保守管理、営繕費の合計額は年間歳出額の約 10％前後が確保されていることに加え、諸施設の維

持管理窓口は営繕部（Planning & Facilities）であり、その下に総勢約 70 名の体制となっており、十分

な運営･維持管理能力を備えていると判断される。 

IT 機材に関しては IT サービス部がすべて対応しており、ICT センターの施設と機材の運営･維持管

理能力に問題は見当たらない。 
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しかし、本施設はコンピュータラボを中心とした施設であり、機材の寿命を考慮した結果、空調面積

が施設全体の 60％弱となる。従って、空調機器の保守維持管理を十分に行うことおよび電気使用料

を十分確保することを提言する。 

(2) USPNet のアップグレード 

1990 年初頭には USP が太平洋島嶼国で初めて e-mail システムを導入し、2000 年には JICA の支

援により衛星通信を利用した 64Kbps の音声、データ回線と 128kps のビデオ回線を用いる USPNet を

完成させ、10～15 コマ/秒の粗い品質ではあるが映像を利用した遠隔教育システムを実施していた。

その後、2005 年から 2006 年にかけて衛星通信の IP 化と増速を行い、従来より約 25 倍の速度アップ

を達成した。 

その結果、衛生通信による遠隔教育プログラム（Distance & Flexible Learning）をアウトは４Mbps、イ

ンは 3Mbps で双方向の通信（テレビ会議など）で実施可能となった。 

しかしながら、マルチセッション（複数サイトの接続）による双方向通信を行うためにはまだ通信速度

は不十分である。したがって、本プロジェクトが完成しさらに有効に活用されるためにはより一層の速

度アップが望まれる。 

(3) インターネット環境 

2005 年 3 月 4 日にオーストラリア政府の協力によりサザンクロス・ケーブル経由で AARNET

（Australian Academic Research Network）へ接続された結果、インターネット接続環境は１Mbps から

155Mbps に大幅に改善された。 

しかしながら、今後のインターネット技術の進歩を鑑みると、ICT センター開設後は更なるインターネ

ット接続環境の増速強化が望まれる。 

 

4-2-2 技術協力・他ドナーとの連携 

我が国は 2000 年に無償資金協力により「USP 通信体系改善計画」を実施し、2002 年からは「USP

遠隔・情報通信技術強化プロジェクト」（プロジェクト技術協力）が実施された。2003 年には、日本

（JICA）の「USP 遠隔教育・情報通信技術強化プロジェクト」に対しオーストラリアとニュージーランドが
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協調した経緯がある。  

USP からは本プロジェクト完成後、ICT センターの運営や講師の派遣と技術サポートに関する専門

家やスーパーバイザーの派遣、さらにはカウンターパートの研修などの要望があるので、日本側とし

てはプロジェクト方式の技術協力実施の検討を視野に入れる必要がある。 

 

4 - 3 プロジェクトの妥当性 

本計画は、以下に述べる(1)～(5)の理由から、我が国の無償資金協力による協力対象事業として妥当で

あると判断される。 

(1) USP は、1968 年に周囲 12 の島嶼国と地域（フィジー、クック、キリバス、マーシャル、ナウル、ニウエ、

ソロモン、トケラウ、トンガ、ツバル、バヌアツ、サモア）が共同設立した域内最高水準の国際高等教育

機関で、「フ」国および大洋州全域に裨益する。 

(2) 現在、USP は ICT 関連学科への応募が増加し、講堂、コンピュータ実習室をはじめとした施設不足か

ら学生が満足に学習できない状態にある。本プロジェクトの実施により、ICT 関連学生の学習環境が

充実し ICT 関連学生の卒業生の増加が見込まれる。 

(3) 引渡し後の ICT センターは、施設・機材とも特別に高度な技術を必要とするものはなく、現在の要員

で運営が可能である。また、USP の過去の予算から判断して、引渡し後の運営予算は無理なく確保さ

れる見通しである。 

(4) 「フ」国は、デジタル化の推進によりマーケットに潜在する知識・情報が十分に活用された経済と、情

報通信能力のある市民により、太平洋において力強くダイナミックな情報通信技術の中心国家となる

ビジョンを掲げている。「フ」国および南太平洋島嶼国は積極的な協力関係を国家の重要な基本政

策としており、当域内での連帯強化を図っている。また人材育成にも熱心な USP の活動強化に対し、

南太平洋島嶼国は「フ」国政府同様強い関心を持っていることから本プロジェクトである ICT センター

の建設および機材の調達は、域内の情報格差を緩和し、社会経済開発の促進に資するものである。 

(5) 建設地は USP のキャンパス内の国から 1968 年に 99 年間の借地をしている土地で、本プロジェクトの

建設には支障がないことを確認している。既存建物撤去工事および整地工事等も USP 側にとって過
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度な負担となる金額ではない。インフラ設備もキャンパス内ということもあり支障となる問題は見当たら

ない。また、「フ」国教育省は我が国の無償資金協力案件を受け入れた経験を有しており、本プロジ

ェクトを我が国の無償資金協力の制度で実施することに特段の困難は見出されない。 

 

4 - 4 結論 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが「フ」国及び太平

洋島嶼国のデジタルデバイド緩和に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が

国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの運営・維持管理に

ついても、相手国側体制は要員・資金ともに確保する能力は十分であると判断される。 

また、人員の確保、施設・機材に対するメンテナンスの実施、予算の確保等が確実に行なえれば、

ICT センターの運営は発展し、「フ」国および島嶼国のデジタルデバイドの緩和につながると考えられ

る。 
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1. 調査団員氏名、所属 

 
1-1 事業化調査 

担 当 氏 名 調査期間 所 属 

1) 団 長 小林 秀弥 7 月 23 日～7 月 28 日 
国際協力機構 

無償資金協力部 業

務第二グループ 

2) 業務主任 古池 廣行 7 月 23 日～8 月 6 日 （株）梓設計 

3）施工計画／積算 星合 善文 7 月 23 日～8 月 6 日 （株）梓設計 

4) ICT 設備計画／調達計画／積算 田島  薫 7 月 23 日～8 月 6 日 （株）梓設計 

 

1-2 事業化概要説明調査 

担 当 氏 名 調査期間 所 属 

1) 団長 三国 成晃 10 月 22 日～10 月 27 日 国際協力機構 

フィジー事務所次長

2) 業務主任 古池 廣行 10 月 22 日～10 月 27 日 （株）梓設計 

3) ICT 設備計画／調達計画／積算 田島  薫 10 月 22 日～10 月 27 日 （株）梓設計 

 

2. 調査行程 

2-1 事業化調査 

2007 年 7 月 23 日～2007 年 8 月 6 日(15 日間) 
7 月 23 日 月 19:00 FJ303 にて成田出発 

7 月 24 日 火 06:45 

14:00 

15:00 

16:00 

ナンディ着 

JICA フィジー事務所表敬 

大使館表敬 

USP 表敬、協議 

7 月 25 日 水 09:00 

11:00 

14:00 

15:30 

各担当とスケジュール調整 

USP キャンパス調査 

教育省表敬 

施設・機材内容、プロジェクトスケジュールの確認 

7 月 26 日 木 09:00 

11:00 

12:30 

14:00 

16：00 

施設・機材内容の確認 

IT サービス部と打合せ/サブコン訪問 

コンピュータ科学科とカリキュラム打合せ 

工学科とカリキュラム打合せ/資材店調査 

資料整理 

7 月 27 日 金 9:00 

10:00 

12:00 

12:30 

13:30 

14:00 

16:00 

ミニッツ協議 

ミニッツ署名 

JICA フィジー事務所報告 

大使館報告 

教育省大臣表敬 

IT サービス部打合せ/資材店調査 

敷地調査 

7 月 28 日 土  団内会議 

資材店調査/機材代理店調査 

官団員帰国 

7 月 29 日 日  資料整理 

7 月 30 日 月 09:00 

10:00 

11:15 

14:00-17:00 

コンピュータ科学科とカリキュラム打合せ 

工学科とカリキュラム打合せ 

学務部長打合せ 

資材店調査 



 資－2 

サブコン訪問 

 

7 月 31 日 火 9：00 

10:30 

14：00 

15：00-17:00 

団内会議 

IT サービス部と機材の打合せ 

メディアセンターと AV 機器打合せ 

建設資材調査/サブコン訪問 

8 月 1 日 水 9:00 

10:00 

14:00 

15:30 

財務部長と運営計画の打合せ 

メディアセンターと AV 機器打合せ/統計局訪問 

IT サービス部と機材の打合せ/労働省訪問 

消防署訪問 

8 月 2 日 木 10:00 

11:00 

14:30-17:00 

環境省訪問 

資材店訪問/機材代理店調査 

サブコン訪問/IT 機材代理店調査 

8 月 3 日 金 10:00 

11:30 

14:00 

14:30 

15:30 

資材店調査 

USP キャンパス調査 

JICA フィジー事務所報告 

大使館報告 

サブコン訪問 

8 月 4 日 土  団内会議 

資機材調査 

8 月 5 日 日  団内会議 

ナンディに移動 

8 月 6 日 月 10:00 

17:00 

FJ302 にてナンディ発 

成田着 

 

2-2 事業化概要説明調査 

2007 年 7 月 22 日～27 日(6 日間) 
10 月 22 日 月 19:00 FJ303 にて成田出発 

10 月 23 日 火 

06:45 

14:00 

15:00 

16:00 

ナンディ着 

JICA フィジー事務所表敬 

JICA フィジー事務所にて内部打合せ 

ミニッツ案準備 

10 月 24 日 水 

09:00 

10:30 

14:00 

15:00 

16：30 

USP 表敬/ドラフトレポートの提出/ミニッツ案の説明 

スケジュール調整 

財務部長と運営計画の打合せ 

IT サービス部と機材計画打合せ 

団内会議/資料整理 

10 月 25 日 木 

9:00 

10:00 

11:30 

14:00 

16:00 

IT サービス部と打合せ 

教育省次官補と面談／ミニッツ案提出 

営繕部長と敷地のクリアランスに関する確認 

コンピュータサイエンス学科との打合せ 

メディアセンターと打合せ 

10 月 26 日 金 

09:00 

10:00 

12:00 

14:30 

16:00 

ミニッツ署名 

メディアセンターと打合せ 

JICA フィジー事務所報告 

大使館報告 

ｽﾊﾞ→ﾅﾝﾃﾞｨ（陸路） 

10 月 27 日 土 
10：50 

17：00 

FJ302 にてナンディ発 

東京着 
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3. 関連者（面会者）リスト 

教育省 

Mr. Hon. Netani Sukanaivalu 教育大臣 

Mr. Ram Chandara 事務次官補 

  

南太平洋大学（USP） 

Dr. Esther Williams 副学長代理 

Dr. Eci Nabalarua 副学長代理 

Mr. Walter Fraser 総務部長 

Mr. Sam Fonua 副学長顧問 

Mr.Mark Lewis 計画部長 

Mr. Kevin Davis 財務部長 

Mrs. Saane Pongi 計画部職員 

Ms. Leigh-Anne Buliruarua 計画部職員 

Mr. Jeremy Henderson 営繕部部長 

Dr. Jito Vanualailai 数学コンピュータ学科長 

Mr. Nitesh Nand 数学コンピューター学科 

Prof. Godfrey Onwubolu エンジニアリング学科長 

Mr. V. Ramachandran 物理学科シニア講師 

Mr. Josese Ravuvu IT サービス部長代理 

Mr .Fedeti Atalifo IT サービス部 開発課長 

Mr. Simon Greaves IT サービス部 ネットワーク、システム担当 

Mr. Peni Sigabalavu IT サービス部 ユーザーサービス課長 

Mr. Raymond H Lee IT サービス部 

Mr. Irish Lal メディアセンターUSPnet エンジニア 

Ms. Seini Wainikesa メディアセンターUSPnet ビデオ技術者 

Ms. Linda Austin メディアセンターコーディネーター 

 

在フィジー 日本国大使館 

滑川 雅士 特命全権大使 

松尾 龍志 一等書記官 

渡邉 弘 二等書記官 

  

JICA フィジー事務所  

武下 悌治 所長 

三国成晃 次長 

池 哲広 次長 

若杉 聡 所員 

   

スバ市  

Suva City council  

Mr. Jagdish Singh 技術サービス部長 

Ms. Asenaca Nawaqalevu 都市計画家 

  

統計局  

Fiji Island Bureau of Statistics  

Mr. Asikinasa Toga Raikoti 部長代理 

Mr. Subra Mani 国家統計課長代理 

  

消防署  

National Fire Authority  

Mr. JHON LOW 消防局長 

Mr. Mark Reid 消防課長 
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環境省  

Ministry of Environment  

Mr. Epeli Nasome 環境部長 

  

気象局  

Meteorological Office   

Mr. Asao Ali ナウソリ空港担当 

  

建設会社  

LOMAC Construction Co Limited  

Mr. Robin N Maginnity 部長 

Downer Construction (Fiji) Ltd  

Mr. Ken Seward フィジー支店長 

J.S .Hill & Associates Ltd  

Mr.  Vijay Raj Goundar 積算部長 

COPE Construction LTD  

 Mr. KITIONE 現場所長 / 積算部長 

 Mr. SATISH 現場監督 

  

建材会社  

R.C. MANUBHAI & CO.LTD  

Mr. Jittendra M. Patel 役員 

Mr. RAKESH LAL 現場所長 

VINOD PATEL  

Mr. Govind Sami 家具担当部長 

家具  

Samabula furniture  

Mr. Rajan Swamy 常務取締役 

Interioz (Fiji) Ltd  

Mr. Aiyub Aziz 販売・生産部長 

コンクリートプラント  

Standard  

 Mr. Sheik Alam 東部担当営業部長 

Metromix Concrete Company Ltd  

 Mr. Atish Ram ラミ担当調達部長 

プレキャストコンクリート  

HUME  

Mr. Mosese Natuilagilagi Waqavakatoga ジェネラルマネージャー 

Mr. Aloesi Elder プロジェクトマネージャー/ 管理部長 

アルミサッシ  

Viewtech  

 Mr. Patrick Chang 社長 

 Mr.Samuto Chang ジェネラルマネージャー 

  

警備会社  

MATRIX Risk Management Ltd  

 Mr. Aklesh Kumar オペレーション担当マネージャ 

ADT  

 Mr. Ajay Ram 情報技術コーディネータ 

 Mr. Francis Chand 契約担当 

不動産会社  

Raine & Home  

Mr. Ajeet Kumar 上席管理者/賃貸コンサルタント 
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Jokham Ralators  

 Mr. Reginald Jokham  

  

コンピュータ会社  

VT Solutions  

Mrs. Geeta Ram Mudaliar セールス主任 

Mrs. Christine Taylor 顧客主任 
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4. 事業化調査 ミニッツ 
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5. 事業化概要説明 ミニッツ 
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6. 事業事前計画表（事業化調査時) 

1. 案件名 

フィジー諸島共和国 南太平洋大学情報通信技術センター整備計画 

2. 要請の背景(協力の必要性･位置付け) 

フィジー諸島共和国（以下「フ」国）に本部を置く南太平洋大学（以下、「USP」）は、1969 年に

周囲 12 の島嶼国（約 190 万人）と地域（フィジー、クック、キリバス、マーシャル、ナウル、ニ

ウエ、ソロモン、トケラウ、トンガ、ツバル、バヌアツ、サモア）が共同設立した域内最高水準の

国際高等教育機関である。 

大洋州地域は、広大な海洋に島嶼が散在する特異な地理条件から情報格差が著しく、人材育成も

困難な事から、これまで IT を活用した産業は発達してこなかった。2002 年に日本で開催された太

平洋・島サミットにおいても、大洋州 IT 推進プロジェクトが島嶼国のデジタル・デバイドを解消

し、大洋州地域の発展に重要であるとの認識が示された。 

大洋州地域で ICT 教育の中心である USP は、1968 年に高度な教育ニーズを満たすため、12 の島

嶼国・地域と地域が共同設立した域内最高の国際高等教育機関で、2000 年に JICA の支援により衛

星通信による USP ネットを完成させ、遠隔教育を実施している。 

USP の ICT 関連学科の学生数は 2002 年では約 9000 人であったが 2005 年には 1 万人を越え、コ

ースの増設や施設や機材が追いつかない状況である。特にコンピュータ科学科は、急造の木造校舎

でコンピュータ実習室が絶対的に不足（充足率約 60％）していて、ICT 教育環境の質・量ともに改

善が求められ、講堂も過密状態である。 

IT サービス部が運営管理するサーバー室は狭隘で増設が困難な状態であり、学内のネットワー

クの信頼性向上が切望されている。 

外部の企業との共同による研究・開発部門のニーズが高いにもかかわらず、学内には十分な施設

がないのが現状である。 

本プロジェクトは、遠隔地である大洋州島嶼国地域に対し USP ネットを活用した遠隔教育活動を

実施している USP の不十分な ICT 教育・研修機能の改善を行うとともに新たに ICT 分野の研究・開

発環境を整備する事により、「フ」国および大洋州島嶼国における ICT 分野の人材確保を目的とす

る。 

本プロジェクトの協力対象事業は USP の ICT 関連施設が不十分で、急増する ICT 関連学科への入

学希望学生のニーズに十分対応できない状況を改善するため、300 人の多目的講堂を含む共用部、

情報通信技術センター（以下、ICT センター）の中核をなすコンピュータ科学科、学内の ICT 環境

のサポートと USP ネットの運営管理を行う IT サービス部、外部の組織と共同研究・開発を行う研

究開発部、通信・コミュニケーションコースを主体とした工学科からなる ICT センターの施設を建

設し、これら施設に必要な機材の調達するものである。 

3. プロジェクト全体計画概要 

(1)プロジェクト全体計画の目標(裨益対象の範囲および規模) 

・USP のコンピュータ科学科を中心とした ICT 関連学生および「フ」国ラウザラキャンパスを含めた 12 カ

国の大洋州島嶼国のキャンパスを合わせた 21,131 人（2006 年）の学生への ICT 教育・研修環境の改

善。 

・「フ」国及び大洋州島嶼国内の ICT 関連企業への人材供給に繋がる ICT 関連の研究・開発環境の整

備 

(2) プロジェクト全体計画の成果： 

・USP の情報通信技術センターが整備され、必要な機材が調達される。 

・ICT センターが設立され、ICT に関する教育・研修と研究・開発体制が整備される。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

ア.｢フ｣国および USP はプロジェクト実施のために建設予定地を準備する。 

イ．日本側は ICT センターの施設・機材を整備する。 

ウ．USP は ICT センターの施設・機材を運営する人員配置、予算措置を行う。 
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エ．USP は整備された施設および調達された機材を使用して｢フ｣国および大洋州島嶼国のキャンパス

への情報通信サービス活動を実施する 

(4)投入(インプット) 

ア.日本側(=本案件)：無償資金協力 2,276.9 百万円 

イ.相手国側： 

(ア)必要な人員：78 名 

(イ)施設･機材の運営･維持管理に係る経費：1,990.9 千 FJ$(約 150.6 百万円) 

(5)実施体制： 

・主管官庁：教育省 

・実施機関：USP 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1)サイト 

｢フ｣国 USP キャンパス内 

(2)概要 

USP の ICT センターの建設および関連する部門の機材の調達。 

(3)相手国負担事項 

既存施設の撤去、建設予定地の整地 

(4)概算事業費 

概算事業費 2,482.5 百万円（日本側無償資金協力 2,276.9 百万円､｢フ｣国側負担 205.6 百万円） 

(5)工期 

詳細設計は入札期間を含め 7.0 ヵ月、施工･調達期間は 18.0 ヵ月、合計 25.0 ヵ月 

(6)貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

 なし 

5. 外部要因リスク 

・｢フ｣国及び大洋州島嶼国の経済状況および友好関係が悪化しない。 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

・特になし。 

7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1)プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

 成果指標 2006 年現在 ICT センター開設 2 年後 

（2012 年以降） 

 ＩＣＴ関連カリキュラム数 63 コース/年間 88 コース/年間 

 社会人向け ICT 関連コース

開催可能時間数 
24 時間/週 48 時間/週 

 USP のコンピュータ科学科

の卒業者数 
179 名 増加 

 ICT 関連への就職者数 97 名（2004 年） 増加 

(2)その他の成果指標 

特になし。 

(3)評価のタイミング 

ICT センター開設後 
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7. 参考資料/入手資料リスト 

資料名 発行 備考 
Public Health (National Building Code) 
Regulations 2004 

Ministry of Health  

Fiji Brief  Ministry of Information, 
Communications and 
Media relations. 

 

20 Year Development plan (2001-2020) For the 
enhancement of participation of indigenous Fijians 
and Rotumans in the socio-economic development of 
Fiji. 

Ministry of Finance and 
National Planning 

 

Forum Communication Policy Ministerial Meeting  
Action plan 26 April 1999 

Pacific Islands Forum 
Secretariat 

 

Rebuilding confidence for stability and growth for a 
Peaceful, Prosperous Fiji 
Strategic development plan: 2007-2011 
November 2006 

Fiji Government  

Rebuilding confidence for stability and growth for a 
Peaceful, Prosperous Fiji 
Strategic development plan: 2003-2005 
November 2002 

Fiji Government  

Policy directions and strategies for the development 
and growth of information and communication 
technology. 

Fiji Government  

National ICT strategy plan 2003-2005 & 
E-government cornerstone Program 

Fiji Government  

The Fiji Government information technology policies 
and principals Version 2.00.00 

Fiji Government  

Health and safety at work(general workplace 
conditions) regulations 2002 

Ministry of Labor industry 
relations & Productivity 

 

An act to amend the health and safety at work act 
1996 

Ministry of Labor industry 
relations & Productivity 

 

Information and communication technologies for 
development in Pacific islands developing countries.
6-9 December 2004  

USP Symposium summary  

Sub-regional symposium on ICTs for Development 
in Pacific islands developing countries. 
6-9 December 2004 

USP Symposium summary  

Pacific islands regional ICT consultation 
9-11 April 2003 

USP Symposium summary  

Summary of a number of Pacific Countries’ policy in 
respect of ICT 

Member countries 
governments 

 

Pacific islands Information and Communication 
Technologies Policy and Strategic Plan. 
April 2002 

CROP ICT working group  

USP 2005 calendar  USP  
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資料名 発行 備考 
USP 2006 calendar  USP  
USP 2007 calendar  USP  
Building space audit. University of south pacific  USP  
USP Annual 2003 report USP  
USP Net 2000 USP  
USP strategic 2003 achievements USP  
Development 2004 @ USP 
School of social economic development 

USP  

Standards & Specification  USP  
A regional University of Excellence 
Weaving past and present for the future 
A vision to the year 2020 

USP  

USP financial 2003 statements USP  
SEED annual report 2003 USP  
USP Strategic Plan 2006-2010 USP  
Council paper Graduates Completion 2004 to2006 USP  
2006 Annual report USP  
University Grants Committee for University of the 
South Pacific 

USP  

2005 Financial Statements USP  
Financial Statements for the year ended 31 
December 2004 

USP  

Annual report 2004 USP  
Government strategic plan Data#3 Group  
ATH annual report 2004 ATH  
Key Statistics June 2007 Fiji islands Bureau of 

statistics 
 

Statistical News Building Material Price Index 
Quarter 2,2007  4 July 2007 

Fiji islands Bureau of 
statistics 

 

Economic Surveys Construction 2003 Fiji islands Bureau of 
statistics 

 

Wages regulation Building and Civil and Electrical 
engineering trades order 2007 

Ministry of Labour   

   
Statistical News 
Consumer price index December 2004 

Fiji islands Bureau of 
statistics 

 

気象データ Fiji Meteorological Services  
Register of Rain fall in 2006 and 2007 Fiji Meteorological Service  
Climatological summary for Laucala Bay Suva 
29 March 2004  

Fiji Meteorological Service  

The Climate of Fiji 28 August 1995 Fiji Meteorological Service  
Last Tropical cyclones affecting Fiji from 1830 to 
2000 seasons 

Fiji Meteorological Service  

電話、上下水、電力供給図面 Public Works Department  
地震・津波データ Seismology section 

Ministry of Mineral 
resources  

 

 



 資－44

8. 要請機材リスト/計画機材リスト 
 要請機材 計画機材

1 9 11 14 6 8 7 10 14 4 5
COM-1 液晶プロジェクタ（大） 1 1 1
COM-2 液晶プロジェクタ（小）/スクリーンセット 2 2 1 1
COM-5-1 パーソナルコンピュータ（卓上型） 1 1 1
COM-5-2 コンピュータ用机/椅子セット 1 1 1
COM-5-3 パーソナルコンピュータ（ラックマウント型） 3 3 1 1 1
COM-11 プレゼンター 3 3 1 1 1
COM-13 DVDプレーヤー 1 1 1
COM-14 HDD/DVD レコーダー 2 2 1 1
COM-15 白板 3 3 1 1 1
COM-16 TV 1 1 1
COM-20 遠隔制御式テレビカメラ 1 1 1
COM-26 スピーカー 2 2 1 1
COM-100 多目的講堂用音響システム 1 1 1
COM-101 多目的講堂用映像システム 1 1 1
COM-102 ビデオ会議室用視聴覚システム 1 1 1
COM-104 会議室用視聴覚システム 1 1 1
CSC-1 サーバー/ラックセット 1 1 1
CSC-4 スィッチングハブ 1 1 1
CSC-6 パッチパネル 1 1 1
CSC-10 イーサネットカード 40 40 40
CSC-15-1 パーソナルコンピュータ（卓上型） 150 150 40 110
CSC-15-2 コンピュータ用机/椅子セット 150 150 40 110
CSC-16 組込型コンピュータ 4 4 4
CSC-17 オシロスコープ 2 2 2
CSC-24 プリンター 2 2 1 1
ITS-1 サーバー（高機能型） 6 6 6
ITS-3 サーバー（一般機能型） 14 14 14
ITS-4 テープバックアップシステム 1 1 1
ITS-6 スィッチングハブ 1 1 1
ITS-7 無停電電源装置 1 1 1
ITS-15-1 パーソナルコンピュータ（卓上型） 120 120 120
ITS-15-2 コンピュータ用机/椅子セット 120 120 120
ITS-20 プリンター 2 2 2
ITS-22 液晶プロジェクタ（小）/スクリーンセット 2 2 2
ITS-30 機材ラック 1 1 1
ITS-32-1 パーソナルコンピュータ（卓上型/スケジュール管理 1 1 1
ITS-32-2 コンピュータ用机/椅子セット 1 1 1
ITS-33 作業台/椅子セット 1 1 1
ITS-35 HDD/DVD レコーダー 2 2 2
ITS-60 USPNet制御室用システム 1 1 1
ENG-5 アナログ通信実験装置 1 1 1
ENG-6 アナログ通信実習システム 1 1 1
ENG-7 光ファイバー通信実験装置 1 1 1
ENG-8 アンテナ技術実習システム 1 1 1
ENG-9 マイクロ波技術実習システム 1 1 1
ENG-11 ディジタル通信実験装置1 1 1 1
ENG-12 ディジタル通信実験装置2 1 1 1
ENG-13 ディジタル通信実習システム 1 1 1
ENG-17 オシロスコープ 10 10 10
ENG-18 定電圧電源装置 10 10 10
ENG-19 信号発生器 10 10 10
ENG-20 マルチメータ 10 10 10
ENG-21 半田システム 10 10 10
ENG-22 工具セット 10 10 10
ENG-29 ブレッドボードセット 10 10 10
ENG-33-1 パーソナルコンピュータ（卓上型） 15 15 12 3
ENG-33-2 コンピュータ用机/椅子セット 15 15 12 3
ENG-34 サーバー/ラックセット 1 1 1
ENG-45 作業台/椅子セット 10 10 10
ENG-46 液晶プロジェクタ（小）/スクリーンセット 2 2 1 1
ADD-1 マイクロフィルムスキャナー 1 1 1
ADD-2 フラットベッドスキャナー 1 1 1

*設置諸室名

COM-１ ： 多目的講堂
COM-9 ： ビデオ会議室（Ｂ棟３Ｆ）
COM-11 ： 会議室（Ｂ棟３Ｆ）
COM-14 ： ICTリソース室（Ａ棟２Ｆ）
CSC-6 ： コンピュータ科学科ネットワーク実習室（Ｂ棟４Ｆ）
CSC-8 ： コンピュータ科学科専用実習室（Ｂ棟４Ｆ）
ITS-7 ： 一般PC実習室（Ａ棟３Ｆ）
ITS-10 ： サーバー室（Ａ棟２Ｆ）
ITS-14 ： USPNet制御室（Ｂ棟３Ｆ）
ENG-4 ： 工学科PC実習室（Ｂ棟３Ｆ）
ENG-5 ： 工学科情報通信実験室（Ｂ棟３Ｆ）

設置場所
ITS ENGCOM CSC

数量数量
Code No. 機材名
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